
１

各自治体の周知・啓発の事例

こども未来部05【福環】R070414



周知・啓発の事例 ２

市において子どもの権利保障を推進するためには、子ども
や大人が条例について知り、子どもの権利について理解を深
める必要がある。

条例及び子どもの権利の周知啓発の方法として主に以下の
ものが挙げられる。

①パンフレット・チラシ等による周知啓発
②学校等における周知啓発
③イベントの実施
④アンケート調査
⑤オンブズパーソンによる周知啓発



①パンフレット・チラシ等による普及・啓発 ３

●条例に関するパンフレットの作成・配布
条例を制定した自治体において、パンフレットやチラシ等を作成している。
子ども向け、大人向けに分類し配布をしている事例もある。

中野区リーフレット「小学校１、２、３年生向け（表面）」



４●映像、Web等での広報
動画を活用した普及啓発を行っている。

豊田市子ども条例啓発動画「子どもの権利ってなんだろう？」



●情報誌等の発行
札幌市、川崎市、松本市等で発行している。

５

札幌市子どもの権利ニュース（一般向け）令和６年３月発行（一部抜粋）



②学校等における周知啓発
６

●学習パンフレットの作成・配布
松本市において、子どもの権利の学習のための学習パンフレットの作成

あかるいみらい ステップ１ （小学１～３年生対象一部抜粋）



③イベントの実施
７

●子どもの権利に関するイベントの実施
川崎市、松本市等において実施している。

川崎市子どもの権利の日つどいチラシ（一部抜粋）



④アンケート調査の実施
８

●奈良市等において実施し、子どもの権利の認知度等を調査している。

※令和６年12月10日福祉環境委員会において、川崎市と
松本市について提示している。



⑤オンブズパーソンによる周知啓発
９

●子どもワークショップ（東京都中野区）
・子どもの権利の促進を図るものとして、子どもオンブズパーソンの活動として実
施している。

●子どもの権利学習（東京都小金井市）
・ワークブックの作成や、授業内容の検討をおこなっている。

●相談カード等の配布、市政だよりへの掲載（川崎市）
・相談カード、啓発チラシを市内の保育所等、幼稚園、小学校、中学校、高等学校、
特別支援学校、外国人学校を通じて配布。

●校内放送（松本市）
・松本市子どもの権利に関する条例と相談室を周知する目的で実施。各学校の状況
に合わせて給食等の時間に実施。

子どもあんしんダイヤルを記載した「相談カード」


